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(1)宅地地価修正の準備
①宅地地価修正法は，難産の末，明治43年３月25曰，法は，難産の末，明治43年３月25曰，法律第３号として公
布された。宅地地価修正に関し，それまで多くの請願が提出され，多くの法
律案が提出された。各税務監督局も意見を具申し，毎年の税務監督局長会議
の議題ともなっていた。宅地地価修正作業の準備も始まっていたとはいえ，
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賃貸価格を調査し，調査された賃貸価格に基づいて修正地価を算定し，修正
地価に基づいて土地台帳の地価を更正するという一連の作業を行うとすると，
賃貸価格の調査を如何に適正に進めるかが最重要の課題であることは，極め
て明白な事実であった。
政府は，請願の可決をふまえ，第２２回帝国議会（明治38年12月25日召集）
に始めて宅地地価修正法案を提出するにあたり，全国の総額に着眼して内容
の詳細に入らず，各地間の権衡の如きは法律の実施に臨んで精密な調査をし
（１）
たうえで調査機関の評定に委ねようとしたと，「明治大正財政史」はのべる。
しかし，衆議院は，法律の成立に先だって各府県都市の負担の増減の状況
とその予想を詳びらかにすることを強く要望し，政府の予備調査が不十分で
あると非難した。あわせて，法定地価の20倍に限るということと，北海道の
（２）
特例をどうするかについても，論議が集中している。議会には「宅地地価修
（３）
正案郡市比較表」「宅地地価修正法案摘要」を含め，二回にわたって参考書
が委員会に出されたが，それでも不十分であるとした。「各税務署二対シテ，
種々ノ取調ヲシテ，本期二出ストコロノ標準ヲ見タモノデ，此ノ標準ガ不都
（４）
合ガアッテモ，実行スルトコロニ至レバムロ何ニナルカ分ラヌ」という不安が
代議士側にあった。
特別委員会では，第２回委員会（実質的には第１回）（２月21日）で，冒
頭から宅地賃貸価格地価反別調査書の取調はどういう方法によって取調べた
のか，政府がこれを示すことによって，調査会がどれだけ影響せしめられる
（５）
のｶﾕという質問が出された。政府委員は，「－通り全國カラ意見ヲ徴シテ，
凡ソ予算ヲ立テタノデ，決シテ地価修正ノ基礎ニハナラヌノデアリマス，此
法律ガ通過スレバ，此法律二基イテ実地二当ツテ調査シテ，是ヲ調査委員会
二掛ケテ，其意見ノ極ツタモノガ基礎ニナルノデ，是ハ予算ヲ立テルニ付ツ
斯ウ云フコトニナルト云う参考ノタメニ御見二桂トケタ」と答えている。これ
に加え，後に粗漏ということを免れないという意味の発言もあったことから，
参考書がいいかげんなものという疑問を生み，それが，さらに「参考書類の
ようなもの」という若槻政府委員の発言につながる。そのことが「政府ガ参
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考書類ヲ調査シダ，即チ材料，各税務署長カラ取集メニナッタトコロノ書類
（６）
ヲ其儘府県毎二区Bリシテ，絃へ提出ニナル」ことの請求につながり，見せる，
見せないの論争をうむ。代議士が地元の税務署長に照会したら，「土地価格
（７）
調査方針」に依って税務署長が取調べ，それｶｺﾞ，土地の売買価格を「管理局
の方（＝筆者注。発言者の勘違いか。３３年にも田畑の収益を調査している。
それによって比較しても幾らかの参考になろうとして参考書類を出したと政
府委員は答弁している。これとも混同している｡）へ差し出したけれども，
賃貸価格が是だけになるということは税務署の調はない」と回答したという
（８）
発言，大蔵省から調べは何ともいって来ないｶｺﾞ営業税の課税標準として土地
の賃貸価格や家屋の賃貸価格というようなものを割出すがために，かつて管
（９）
理局に届けているという回答があったとの発言をうみ，奈良県とﾎﾟﾛ歌山県，
徳島県，三重県の三県間の賃貸価格の不平等や函館小樽の宅地でもすべて賃
貸価格を決めてよいのかという疑問がなされるなど，相当混乱したやりとり
がなされている。これに対し政府委員は，賃貸価格の調査は税務署の秘密に
属するものであるが，税務署に照会しても調査をしているという回答はなか
（10）
ろうと答弁している。
なお，明治38年11月頃に，その筋の内命により税務監督局長を通じ調査腹
案が税務署に配付され調査に着手したという記録があるので，その資料も参
考資料として使われたことであろう。さらに，明治39年２月29曰に群馬県内
の各税務署長（前橋・伊勢崎・高崎・藤岡・富岡・中ノ条・沼田・桐生・館
林・新田の各税務署長と思われる｡）及び足利・佐野・栃木の各税務署長が
（11）
集まり，調査の進行方法について打合せていることから，同じようなこと力ｘ
北海道を含む全国で行われたことが明らかである。
②政府は，同法案が不成立になったのを受けて，同議会閉会後直ちに賃貸
価格及修正地価の概算調査に着手し，各地の権衡の統一をめざした。明治３９
年５月７曰主秘第232号は，過般協議を経たる実施順序及趣旨に準拠し急速
に賃貸価格の調査を進め，主税局に報告すべきものは速かに取扱うよう求め
（12）
ている。
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それに先立ち，税務監督局長会同の際，協議した通り法案提出前に正確な
る調査を遂げておく必要があるので通知すると指示している。この中で，（i）
税務署は郡村宅地の市町村等位を決定し，税務監督局は市街宅地の市町村等
位及郡村宅地の郡市等位を決定する。（ii)等位を定める際には，⑦人口戸数
増加の割合，＠千坪に対する人口戸数の割合，０－方里に対する人口戸数の
割合，ｅ汽車汽船の停車碇泊場の有無及昇降客の割合，④国県道の里数，０
－人当所得税及営業税，①－坪当時価，⑦市町村歳出額の住民一人当，⑪電
話架設の割合を参酌する。（iii)税務署長は，①各市制施行地（東京・京都．
大阪は区）中最高及最低の等級並68級（賃貸価格１円）を適用すべき場所。
ただし，市制施行地と市街の状況を同じくするものはこれに準ずる。、各郡
中中位と認むる町村を選んで，その町村において最高・最低及中位の等級を
適用すべき場所。但し，町と村は各別に選定する。①。それぞれを，税務監
督局長を通じ６月30日までに主税局長に報告する。（iv)地図調製は８月31日
までに結了すること（これが「第一回調査」と後によばれる｡）ことを目的
とするなど，詳細な指示が与えられている。既に，税務監督局長会同では，
準備調査について，精密な論議が行われていたのであり，議会であれほど批
判されることはなかったはずである。
そのほか，明治39年５月26曰，東京税務監督局長は，訓乙第338号でもっ
て，各等級の標準となるべきものは，可成32年以後38年６月以前の賃貸契約
（13）
に係るものを採択するのｶﾇ適当であると指示している。すなわち，（i)各等級
の標準となるべきものは可成32年以後38年６月以前の賃貸契約に係るものを
採択するを適当とすること，（ii)宅地等級区域調査を一応了りたる町村があ
るときはその１ケ町村を了りたる毎に区域調書の写しを直ちに申報すること，
(iii)他の町村は可成６月15曰前に一応等級区域調査を終了し調査を終了する
ごとに区域調書の写を直に申告すべきであるとしている。これによれば，賃
貸契約も限定されて古いものを除き，速やかな報告を求めており，当局は真
剣である。
明治39年６月12曰には，訓乙第386号でもって，東京局長は調査事項をま
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とめて税務署に送付している。その中で，署限りで調査することのできない
ものは，材料を至急蒐集すべきであるとしている。物価についても，３６年１
月より38年12月に至る卸売相場を月別に調査することを指示している。
こうして各税務監督局より集められた資料は，「宅地債格訂正見込額一覧
（14）
表」としてⅡ頂次まとめている。その第一号によれば，全国平均で－坪647厘
で申報され，581厘に訂正される見込となっている。札幌区は710厘が441厘
に，函館が504厘が529厘及483厘に，小樽が882厘から629厘に下げられる。
改正後では，函館は名古屋市あたりよりも高いのである。したがって，北海
道の三区の地価は全国的にみても高かったといえよう。また第二号では，北
海道全体では75.7厘が35.9厘及42厘に下げられているのに対し，全国平均は
44.1厘が38.8厘に下げられている。全国平均より若干低目という。備考では
｢北海道二於テハ官有地ノ貸下地及民有年期地等ニシテ現実宅地ノ用二倍セ
ルモノ頗ル多シ故二人口一人当著シク高上ス」とされており，現実と数字と
の差が大きいことを明らかにしている。いずれにしても，北海道の地価が，
限定された土地ではあっても，本州以上の高い土地があったことを示してい
る。
こうして，明治39年初に着手した第１回調査についで，明治40年１月明け
から全国各地の権衡をとるため第２回調査が同年１月下旬にかけて行われた。
（15）
第２回では，等級の変更ｶﾇかなりなされている。さらに，明治40年７月中旬
より第３回調査が始まり，１０月半ばに調査がおわり，報告され，第24回帝国
議提出法案の参考資料となった。明治41年７月１曰現在を基礎として，前回
までの調査を補正し更に完壁を期するために第４回の調査が行われた（10月
中旬までに調査が終了し報告が了っている)。この報告がまとめられ，第２６
（16）
回帝国議会提出法案の参考資料となった。その結果，原案では修正見込地租
が1794万円余（うち市街宅地が760万円余，郡村宅地が944万円余）となった
ものの，貴族院において市街宅地の修正見込地租が739万円余，郡部が977万
円余，合計1715万円余と減少した。本稿では，群馬県下の例をいくつか引用
したが，そのほかにも，全国各地で，そのときの記録が残されている（北海
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道に関するものとして，寿都，網走のものを調査した)。
こうして４回にわたって行われた準備調査では，（i)一地一筆毎に地位品格
の優劣を調査し，同一価格のものは同一等級に編入し，同一の賃貸価格を付
す。そのうえで，町村又は大字の権衡をとり，ついで，各市郡各府県のバラ
ンスをとる。この作業をくりかえす。（ii)事務取扱いの要領は，宅地地価修
正実施順序による。（iii)全国各地等級の賃貸価格を一律とする。（iv)郡市町
村の等級を定め，税務署は郡村宅地の市町村等位を，税務監督局は市街宅地
の市町村等位及郡村宅地の都市等位を詮定している。（v)市制地及市制地を
除く各府県郡部に対する－坪当平均賃貸価格を調査している。（vi)町村の最
高級又は中間等級に当る宅地の優劣も比較考量している。（vii)全国に大蔵省
より吏員を派遣して，趣旨の徹底につとめている。このように，全国の宅地
（17）
の地位等級の権衡統一をはかるべく精査しようとしており，ようやくかなり
精密な地価の概算調査がなされることになった。
③「宅地地価修正実施順序」が第１回準備調査に際して定められ，準備調
査の指針となってきた。必要の都度，加除修正が行われてきたことは，前述
の「平田文書」にみることができる。その後，明治43年４月18日付で，新し
い「宅地地価修正順序」が主税局長より発遣されたことは，「明治大正財政
（18）
史」に詳しい。かつ，その中に全文が掲載されている。
「宅地地価修正順序」によれば，宅地は134級に分類され，賃貸価格は１級
が１坪年額１厘，134級13円となっている。「平田文書」によれば，群馬県下
仁田町が１５級（賃貸価格１坪当り２銭）であり，それなりに古くから発展し
た郡村宅地であることを考えると，全国にも平均的なものであったことであ
ろうと推測される。これに対して，ニシン漁場であった寿都では，明治40年
の賃貸価格が上１円20銭，中が60銭，下で20銭，明治44年には上で１円，中
50銭，下で15銭であり，さらに売買価格は下でも40年に２円，４４年に１円５０
（19）
銭であったことをみると，ｺﾞﾋ海道の漁港（漁場）はかなり高い。このことは，
36年当時の網走でもl等宅地の賃貸価格が15円で売買価格が1200円であり，
畑のl等賃貸価格（段金）は12円，売買価格は150円であったことでもうな
１２２
（20）
づける。まして，木し幌・小樽・函館は議会でも論じられているように，全国
的にも栄えていたところであり，かなり賃貸価格が高かったことは明らかで
ある。そのことは，「宅地地価修正表」をみても，北海道の札幌（33銭４厘)，
函館（45銭６厘)，小樽（47銭５厘）三区は，東北の拠点の仙台市より高額
なばかりか，名古屋市でも43銭５厘である。東京以外で，そのほか，横浜・
京都・大阪・神戸・広島・尾道・下関・福岡・門司・長崎がようやく札幌区
（21）
並以上となるのみである。これだけでも，」上海道の土地がいかに高かったか
を知ることができる。現在，郡山市で固定資産税の争訟が多発していること
は，郡山が当時の小樽並みの地位にあるということを示している。
また，必要な帳簿書類についても，従来の土地台帳や付属地図や収価地価
一段当表の更正の手順や留意事項についても，多くの条文を費やしている
(21条～27条)。その後，帳簿の整理については，明治44年３月大蔵省訓令第
（22）
６号として結実する。
これに先立ち，明治43年４月勅令第203号をもって，宅地賃貸価格調査委
員会に関する規定が定められた。調査委員選挙人の選挙は被選挙人１名を記
載して行われ，選挙資格を有する者２人が投票及開票に立ち会う（３条・４
条)。調査委員選挙の際は調査委員の定数の５分の１（但し，１人未満の端
数を生じたときは１人として計算する）（７条）を記載する。次点者は補欠
員となる（lo条)。
宅地賃貸価格調査委員会は，各税務署管内に置かれたが，市制を施行する
地方があるときは別に置かれたので，合計464カ所の委員会がおかれた（宅
地賃貸価格修正法６条１項)。北海道では，札幌・小樽・函館の３区には，
郡部と区部にわけて，それぞれ設置された。
各調査委員会は原則として10人を定数とするが，明治43年６月３曰大蔵省
（23）
令29号によって例外ｶﾇ定められている。その結果，最多14人，最少４人の委
員が置かれたので，委員総数は4178人となった（原則通りであれば4640人)。
北海道では，全国で１委員会当り平均９人であったのに比し，規模が小さい。
たとえば，すべて特例の対象となっている。檜山・寿都・空知・上川・増
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毛・宗谷・室蘭・浦河・網走・釧路・河西・根室は４人，函館の郡部は６人
である。小樽・札幌もいずれも区部８人，郡部４人であり，単純平均すると
５人程度となる。前記の富岡税務署の７人，名古屋税務署の計26人（市部１４
人，郡部12人)，長崎税務署の計26人（市部13人，郡部13人）に比してもか
なり小規模である。宇都宮・仙台・秋田各税務監督局といっても，４人の定
数の署は存在しない。京都税務監督局も，周山税務署（現在の園部税務署）
のみが４人の定員となっている。これらのことは宅地そのものが，全国に比
してかなり少なく，売買価格が高くても，それはごく一部の狭い地区にすぎ
ないということを，しのばせる。北海道の地価問題といっても，いまだ極く
一部の地域の問題にすぎなかった。
宅地賃貸価格調査委員選挙人の選挙は，明治43年の６月から７月にかけて
行われ，ひきつづいて調査委員の選挙が行われ，調査委員会が確定した。そ
して，明治43年10月10曰又はこれと接近する曰に第１回の委員会が開会され
(24）
た。
各調査委員会の審議の状況は，税務監督局を経由して大蔵省に報告され，
調整がとられた。その苦労は，税務署に残っている資料の中にみとめること
ができる。たとえば，群馬県富岡税務署のケースを，選挙のケースを含めて，
他の税務署（北海道も同じ。ある意味では，小樽周辺は本州各地より騒がし
い地域であることは，「北海タイムス」からもうかがえる）と同じであるこ
（25）
とｶﾕら，しばらく採りあげることにしよう。
富岡の場合，所得調査委員会開会のときでもあったことから，所得調査委
員会は，当該地域に関し協議を行い，郡の平和を維持するため，まず各町の
有力者２～３名づつ郡役所に集合を求め，席上に於て地域を確定し候補者を
選定して候補者を選定することになった。７月22日の集合は，予想以上の参
列者があり，町長も同席している。その結果，西部が２名，中部のうち富岡
町周辺２名，妙義町周辺１名，東部２名の内訳がきまった。その後数回の打
合せを経て，事実上の候補者が決まって，事実上の公認として運動を開始し
た。富岡の場合，選挙人の総数は170人で，８月６曰に投票が行われた。棄
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権者はわずか５名にすぎず，選挙権者の熱意がうかがえる。公認候補者は３２
点以上をとり全員当選した。そのほか，１３名に票が入っている。
その修正事業は，数年来の局の課題であるところから局の攻究を遂げるこ
とを民間が当然視し，官吏の調査が邪道に行なわれることを注視する傾向が
民間にみられたことから，調査にあたっては遺憾なきを期す必要があったと
（26）いう。富岡では顧問又は専担者を置いている。顧問又は専坦者を置いても実
地に適応した等級を定めるため不可欠な全土地の等級を踏査することは不可
能であることから，第４回調査の実績を基礎とし，さらに町村吏員及地方の
精通者の意見を徴して参考にすることにし，署長が専ら此の事に当っている。
署長は，一筆毎に帳簿と地図を携帯し役場で吏員から平素の状況を聞き，さ
らに精通者から利用の状況を聞いて権衡を図っている。そうしたうえ，実地
調査に従事している。しかも，実地調査は二人を－組とし，互いに意見をか
わし，着実に視察して公平に等級を査定したという。こうして，税務監督局
に結果発表を報告したのは，明治43年10月15曰であった。宅地地価修正法が
成立してから７ケ月で，富岡税務署側の調査が一区切りついたわけである。
(なお，６月７曰には局長自ら出張してきて指導しているほか，本省及び局
よりも何回も関係者が来て指導している)。
地域によって地元有力者の協力度合や，地元の反対運動によって差があっ
たにしても，「明治大正財政史」は１０月１０曰前後に委員会が開会されたとし
ており，税務署側の困難は著しいものがあったことは，想像に難くない。群
馬県富岡税務署は，本省からの出張者も出来映えに感心している|こもかかわ
（27）
らず，１０月10日に開会したのであるから，管内面積も広く，抵抗も強かった
地域では，大蔵省本省がめざした10月1o曰委員会開催は，きびしかったので
ある。（たとえば，北海道では10月後半に大半が開会している)。
④各委員会での審査における宅地の品位優劣の観察は大体において政府
の意見と一致しており，誤びゅう訂正を除き，審査は平穏であったといわれ
(28）
る。
富岡税務署の場合は，何故か10月20曰まで休会し，２１日から再開した。そ
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して，分担して実地調査し，各町村の意見を求めている。一部の地域につい
て修正を議決した。その中には，下仁田町は相当部分について，１級ずつ引
（29）
下げるような修正議決ｶｺﾞなされ，１１月５曰に閉会している。
こうした閉会の状況は，各税務署に広く周知されている（たとえば，明治
43年11月８曰東京税務監督局直1953号)。その中で，富岡署は平均的よりや
や遅いところであろうか。北海道と比較すると，室蘭（閉会曰10月30曰)，
根室（１１月１日）より遅く，札幌区部（11月５日）と同曰である。富岡の近
辺の高崎市部の11月１曰，藤岡の11月２曰より遅くなっており，抵抗があっ
たことを示している。同様に，小樽などは抵抗があり，１１月下旬と遅くなっ
たのである。
⑤調査委員会において調査決定された賃貸価格は，１１頂次大蔵省に稟請さ
れ（富岡署の場合は明治43年11月15曰）た。この賃貸価格は大蔵大臣の認可
(富岡署の場合も明治44年１月18日）を経て決定され，これに基づき宅地賃
貸価格修正法の命ずる計算に依り修正地価が定められることになっているの
で，各筆から積算した修正地価も，賃貸価格の稟請とともに大蔵省に具申さ
れた。
中には委員会の議決も不当とするべきものもあったが，不当とすれば政府
が自ら決定するため，他の地域（全国の大部分）の修正地域の決定を遅らせ
ることとなり公平を求める国民の意思に反することが明らかであった。さら
に，修正地価総額が現在地価総額を百分の二箇半を以て除したものを超える
（30）
こと力iないことがあきらかになり，結局，政府は稟請をそのまま認可した。
これに対し，七千余人からの異議申立がなされ，政府は五千四百余人に対し
決定を与えた（富岡税務署においては異議申立てがなく，明治44年４月19曰
までに土地台帳の修正を終了した。北海道では，異議申立てがあったが，取
り下げられた｡)。
こうした一連の宅地地価修正の結果，全国の宅地地価は，１億4460万余円
から６億4177万余円へ大幅に増加したのにもかかわらず，地租はむしろ1612
（３，
万余円から1604万余円へと減少した。北海道では，明治44年初の宅地地価ｶゴ
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252万余円であったのが，４５年初には１１６２万余円となり，地価はこの間大幅
に増加しているが，地租全体の収入も38万余円から41万余円へと増加してい
（32）
るが，免租地も増ｶﾛしている。その意味では，」上海道では地価修正が若干で
も収入面で効果があったといえよう。なお，明治45年初の北海道の土地の賃
貸価格は，宅地の最高標準地は小樽区南浜町（－反歩当り６円）であり，田
の最高標準地は角田村（－反歩当り１円）であった。ごくごく一部の地域で
はあってもそれぞれの売買価格は，それぞれ32円と15円であるところから，
地価問題の根はすでに芽生えていた。
6ｺ）塩業整理
（１）たばこ専売
同じ専売事業の中でも，たばこは，三度の大改正を明治期に受けている。
（33）
いみじくも，「明治大正財政史」第６巻は，「課税と謂ひ専売と言胃ふも畢寛課
徴の手段形成を異にするのみにて，其の国権に依り強力を用ひて－定率の額
を賦課する点に於ては毫も其の本質を異にするのみにあらず」としている。
しかし消費課税の方法には限度があり，無限に歳入の増加を図ることはでき
ず，強いて増税すれば脱税行為を招来し，かえって国家収入の脱漏を招くと
ともに政治の問題となる。このことは，世界各国の経験でもあったが，この
中で，曰清戦争後の財政需要を補うため，明治29年葉煙草専売法を公布し，
明治31年１月に公布された。それまでも，たばこについては，営業税と印紙
税が課されていた。
大蔵省は，専売制度の効果を完うするためには，製造販売を独占する必要
があることを承知していたが，製造販売の事業は規模が広大で資金も巨額を
要するところから，完全な専売をためらっていたにすぎない。予想どおり，
脱税犯則が多数発生し，歳入も思ったほどではなかった。葉煙草を政府に納
入せずひそかに売買した事例が多かったことは，明治大正財政史にも記載さ
（3の
れている。そのため，明治34年法律第24号をもって，葉煙草専売法ｶﾇ改正さ
れた。この改正により，耕作段別・区域・種類を制限して耕作を許可制にし，
苗床や作付の検査や葉数や量目の査定を厳重にするなどの措置が実施された。
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この改正に対しては，明治33年11月に全国の煙草営業者からなされた陳情が
（35）
大きくあづｶｺっている。
これでも完全な専売としての効果には至らないところから，明治33年に煙
草専売調査会が設けられ，同年９月完全な専売をめざすべしとの答申がださ
れた。そこには，準備着手から実収をあげるまでの別案も付されていたが，
その後も研究が続けられている。この出来事は，煙草問題として北海タイム
スでも詳しく報じられている。そこで，大蔵省には「煙草問題特別委員会」
（36）
が設けられ，同年９月21日に報告書がだされたが，この要旨はｺﾞﾋ海タイムス
にも報じられている。当然に，反対運動が発生したものの，明治36年12月
｢煙草官営問題全国連合会」が分離し条件闘争に入っている。その間，営業
賛成の建議も多かった。
明治37年３月20日に完全専売をめざした煙草専売法案が衆議院に提出され，
（37）
４月法律第14号としてスピード成立した。
北海道では，煙草専売に反対する動きは少なく，むしろ，実施されない地
域として千島諸島が含まれていることに若干の関心があったようである。こ
のうち，国後郡及色丹郡に大正11年勅令第76号をもって適用されている。こ
れらの島々では，製造たばこの売上げは事実上限定されているし，徴税の手
数の方が多かったのであろう。
専売局は，製造所・蔵置所・工場を順次設置しているが，北海道函館には
地方専売局のほか明治37年４月煙草販売所が開設されている。その後，小樽，
釧路，樺太に出張所が設けられる。
これらの動きに対しては，国税当局は関与しなかったようであり，人の動
きは少なく，かつ，「税法審査委員会」の報告も，目下改正を要すべき点な
しと認めると－行記すのみである。しかし，塩専売については，相当の議論
があった。
（２）塩専売と塩田整理
①塩に対して租税を課し，あるいは専売を施行した例は，日本ばかりで
なく，各国でみられる。中国の歴代王朝は長く塩を専売とし，塩商人が政変
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（38）
を招いた例も多い。曰本でも，江戸時代には青森県以南で塩田が開発されて
おり，初期には田畑の新田開発と同様の課税方法がとられ（原則として金
（39）
納)，のちに検地が行われ，’9世ﾎﾞ己半ばには各地で専売が行われている。徳
島藩，赤穂藩などは専売制をしき，一時期それなりの効果があったものの，
米と同様に相対的に安値となり，藩財政に寄与することは少なくなっていく。
やがては，生産者による塩価維持が必要となり，流通を担当していた商人に
対し税外負担を求めていく。これに対して，瀬戸内海地域を除く小規模生産
地域では，塩税は，近世的な士地に対する課税と同じ方法で行われているよ
うに，一律的には判断しにくいものがある。いずれにしろ，塩に対する課税
は立地条件・生産条件に左右され，塩は巨額の収入をあげにくい面があった。
けれども，人頭税を課するに等しい面はあるものの，各人の消費高は極めて
少なく著しい苦痛を与えることとはならないが，それなりの収入をあげられ
ることから，何らかの形で各地で塩に対する課税が行われてきた。
諸藩の税制を引きついだ政府は，塩専売を廃藩とともに廃止し，塩浜年貢
も明治８年の雑税整理により廃止される。￣方，塩輸出に対する関税は明治
20年に廃止される。輸入塩に対しては関税自主権の回復による関税定率法に
よる塩輸入税の課税が行われていた。その後，台湾では明治32年に食塩の専
売が施行されることになり，内地塩業の保護が必要となってきた。その例が
｢明治大正財政史」第10巻に記されている多くの建議や調査，会議の答申や
報告を生む。それらの中で，台湾塩業の優位Ｉ性は認められ，その優位性を高
めつつ，国内塩の生産費を減じつつ品質の改善をどうするかが論じられてお
り，その中では北海道で製塩することは考えられていなかった。「北海タイ
ムス」にでてくるのは，魚の冷蔵用の塩を安価かつ恒常的に，どのように確
保するかであった。北海道では，塩の専売そのものはあまり問題となってお
らず，税務監督局への移行当時おこなわれた一連の行政整理の中で塩業調査
所の廃止がとりあげられたことについても，あまり抵抗はなかった｡
日露戦争に伴い明治37年第20回帝国議会に非常特別税法が提出された中に
（40）
は，塩消費税が含まれていた。それによれば，外国塩には６ヶ月間毎斤36銭
地価問題と北海道の税務行政組織(6)（西野）１２９
を課すが，制限なく内地塩及台湾塩に対して－戸毎に60銭を課そうとしてい
た。しかし，衆議院では削除されてしまう。専売を実施する準備もなかった
ことから，塩専売の方が適当であることを認めつつも，塩専売法案も提案さ
れなかった。この動きの中で，塩消費税を課することを主張したのが大日本
塩業協会であるが，この会の会長は北海道水産税則を審議したときの元老院
（41）
議官村田保であった。
いったん塩消費税をあきらめた政府も，軍費の増大に伴い，明治37年５月，
（42）
塩専売実施計画要領を立案し，大蔵大臣は閣議を要求する。農商務省技:而を
嘱託として検討を重ね，その結果，北海道にも塩専売法を施行し，伊豆七島
や小笠原については，塩田の有無を調べ，塩田なくば施行地ではあるが製造
許可区域外とし，塩田があれば不施行地とするなど実態にあった取扱いをす
るほか，自家用塩は収納せず，また，外国輸出（第１項専売利益金を付さな
い｡）などは塩売渡業者でなくても売渡しをうけられるなどの修正がなされ
た。その後，農商務省との協議や閣議での了解を経て，明治37年11月30日に
塩専売法が衆議院に提出された。
これに対し，大日本塩業同志会（塩業者が組織するもの）や主要産地の専
売業者は塩専売に賛成したが，東京塩問屋を中心とする塩販売業者は専売を
否認し地方販売業者に激しい働きかけを行った。もっとも，地方の業者の多
くは，成行きを看過することが多かった。その代表が，北海道であったとい
えよう。とはいっても，各地の商業会議所が専売否認を決議したことは，政
府にとって痛かったようである。塩によって収入をあげざるを得ないことは
広くしられており，製造業者は自己作業の基礎を守るべく専売を主張し，販
売業者は－時の財源を求めるために永久的な政策を行うことに反対して消費
（43）
税を主張しつづけ，その動きによって塩価の舌し高下を招くことになった。北
海道には，製塩地がない（製造しようとした地は存在した｡）ことから，製
塩業は存在しないが，販売業者があり，とくに漁業用塩の供給業者の力は大
（44）
きく，それに向けての施策力i必要となってきた。
「塩専売実施計画要領」にもとづき所要の調査を各税務監督局が明治37年５
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月に行っている。その中には塩田の産塩状況のみではなく，販売状況や各産
塩地から塩仕向地への数量なども調べられているので，札幌税務局にも同様
に行われているが局史では省略されている。その他，税関や台湾総督府への
照会や本省吏員の出張も含め，広範な調査が行われた。そのうえで専売実施
に関する調査項目が詳細に定められた。定められた調査項目は，塩の等級は
（45）
勿論のこと，賠償金額，売渡代価の決定，売買の慣例など広範なものである。
｢明治大正財政史」が大項目26項目を述べたあと，内容を略述したのをみる
と，５０頁余にわたっており，実に広範で学術的にもすぐれたものである。そ
れらに従事した職員の苦労は，「曰本塩業体系」をみても，行政官がそれだ
（46）
けのものをなした苦労ｶｺﾞ十分にしのばれるところである。
明治38年３月勅令第82号をもって，塩専売の実行に必要な職員が増員され
るとともに，この職員が常置された。つづく勅令第83号をもって塩務局官制
（47）
ｶｺﾞ制定され，いずれも明治38年４月ｌ曰より施行された。塩務局は全国22カ
所，出張所は168カ所であったが，税務監督局及び税務署に併置されるもの
が多く，主要産地でのみ特設設置された。その結果，赤穂・坂出・味野・尾
道・三田尻・撫養の６局及58出張所が特設された。
塩田をかかえていない北海道は，塩務局は札幌のみで税務監督局に併置さ
れ，札幌税務監督局長が札幌塩務局長を兼任している。そのほか，高等官２
名，局税務属８名，税務署税務属21名，技手１名が塩務局兼任に，４月１日
（48）
で発令されている。その後も，｜|頂次，兼任の辞令が出されている。出張所は，
函館・檜山・寿都・小樽・増毛・宗谷・室蘭・浦河・網走・釧路・河西．根
室の'2カ所で，札幌・空知・上川は局扱いとなっている。いずれも単独では
ないから販売量は多くないというのであろうが，いずれも漁業用塩の取扱い
の多い地に該当しており，取り締りが必要な地域であったということであろ
う。このことは，①京都税務監督局の出張所は舞鶴しかなく，②神戸塩務局
は印南・飾磨・揖保・赤穂の４郡（いずれも赤穂塩務局管内）を除き，洲本
と市村に出張所があること，③赤穂塩務局は岡山県和気郡を含み，大塩・網
干に出張所があること（岡山県には，他に香川県の一部を含む味野塩務局が
地価問題と北海道の税務行政組織(6)（西野）１３１
あり，牛窓・山田・曰比・寄島に出張所がある｡）などを考えあわせると，
全国的にも塩の需給をよく見た塩務局体制をとっており，かつ，それを税務
機構と併置した場合，北海道の場合は，税務署が漁業の盛んな地（いいかえ
れば，水産物営業人組合の所在地）にあり，かつ，取締りにも便利であるこ
とから，こうした設置箇所となったのであろう。本州各地よりも，税務署と
塩務局機構とが密接となる所以があることになる。もっとも，札幌国税局の
正史は，この点について言及していない。いずれにしても，多くない職員の
中の若干名を塩専売に割いた。名簿からみる限り間税系統の職員が充てられ
（49）
ていることを考えると，間税職員には，所得税・営業税と違って相当苦労し
たのに違いない。ある税務署では，所得税ならば自ら多大を告げ，決定に対
し敢て反発せず甘受するのに対し，北海道東部では元来行き詰って来訪した
のに加え，好業績をあげがたく，害あれば直ちに姿を消してしまう傾向があ
るので，法令服従義務は－時の住居に関するものに等しく，盲従しても実を
挙げがたいという。間税の取締りにあたっては，やや厳に傾く執行をとらざ
るを得ず，屯田兵村とその他の地域にわけて取締り，脱税の余地のないよう
（50）
にするのが適当であるという。そして，その署では自家用酒類・醤油に取締
りの重点を置きつつも，広範囲にわたって猶化に心がけている。塩の専売に
ついても，生活に密着したものであるとともに，北海道の主要産物である水
産物の流通・保存に不可欠である塩についての不正取引の慣習が存在してい
ることを考えあわせれば，販路調査や法令の周知に重点を置いたのは無理も
ないし，当然なことであったろう。
③塩専売がスタートしたときには，卸売・小売価格は塩商人の競争売買
にゆだねられていた。そのため塩価の騰貴を招いたことから，塩価を制限で
きる権限を認める塩専売法改正法案を明治39年第２２回帝国議会に提出し，同
年３月法律第15号として公布された。このほか，（ｲ)かん水製造の許可制を施
き，（ﾛ)輸入した塩含有鉱物を変性する義務を課している。
この審議において，衆議院特別委員会では，け)一般希望者への随時かつ迅
速な払下げ，（ﾛ)一般需用者への売渡しの便宜の拡大，（')製塩改良を図るため
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の賠償価格等級の拡大，（二)外国塩の輸入時期の内国塩業に与える影響の配慮，
㈱台湾塩のアルカリエ業用需用者に対する売却は原価で行い，一般需用者に
は原価内一割五分増以内で売却することなどの意見がだされた。これに対し，
（51）
政府委員はできるだけ希望に添う旨回答している。
④明治39年４月に大蔵省内に税法審査委員会が開設されたことは，前述
した。その中で，塩専売法の存廃が問題となった。塩専売法制定について多
くの論争がなされてきたことは前述したが，税法審査委員会でも議論が重ね
（52）
られている。その中で，塩専売は主要ｶﾕつ確実な好財源であると同時に，代
るべき財源は他になく，主要産業たる製塩業にも利益があるとして，税法整
理案審査会は存続を認めている。
これを受けた税法整理案審査会（明治40年３月設置）も財政上廃止するこ
とができないのみならず，産業上も存続する必要があるとして，塩専売の存
続を認めたものの，専売の制度，殊に販売の方法に関しては前途尚改善を要
（53）
すべき点ｶｺﾞあり，政府は漸を送って改善につとめるべきであるとしている。
特別委員の価格に関する検討結果によれば，①卸売価格は政府売下価格と比
した場合敢て不当というべきではない。、小売価格は卸売価格に比すれば相
当軽減の余裕がある。Ｏ小売価格は漸次全国一定の定価を以て消費者に塩を
売渡すことが適当である。ｅ塩の回送費は，内地産塩を制限し，台湾塩及関
東州塩を移入してまかなうこと。④。．＠は諸般の準備が要するところから
急速に行うことができず，塩価低廉の途を請じ，漸次遂行していくことが必
要であるとしている。
特別委員の提唱によれば，⑦全国の枢要の消費地に政府が官費で回送し，
政府は回送費の一部を損して（＝負担して）払下げるとともに塩問屋の販売
価格を制限する。Ｏ小売人の小売相場を査察する。０－回の売下量を引下げ
るとともに，購買価格に対して配慮する。ｅ現在の製塩方法を改良して塩価
を引下げる。④専売率を百斤当り１円48銭から１円40銭に引下げるなどの方
（54）
法があるとする。これらの方法について論議はあったものの，審査会は是認
した。が，専売率の引下げには賛否両方の議論があったことが明らかとなっ
地価問題と北海道の税務行政組織(6)（西野）１３３
ている。これらの対策が専売局により行われている。
二委員会の論議が行われる中でも，塩専売についての反対の声は後を絶た
ず，商業会議所連合会長も塩専売廃止を唱えた。折から多発した鉱山騒議も，
塩価の高騰に起因するという議論も行われた。それでも，二委員会は塩専売
の存続を認めた。そのため，明治40年の第23回帝国議会においては，塩専売
（55）
廃止法案及び建議案が衆議院に提出される。衆議院は廃止法案を否定したｶｺﾞ，
速やかに適当な財源を調査し塩専売に代らしめようとする建議は成立してい
た。その中で二委員会が塩専売の存続を議決したわけである。
そのため，政府は，塩価を引下げ，消費者の便益を図るべく販売官署を増
置し，かつ元売捌人及小売人を設置する塩専売法中改正法律案を提出した。
特別委員会は，元売捌人もしくは塩小売人制度は改正と同時に施行するもの
の，他の改正の施行は３カ月後とした。これらの改正は，明治40年４月に法
律第59号として公布される。
（56）
この塩務局も，明治40年９月勅令第304号をもって，専売局に吸収される。
専売局には，煙草専売局・樟脳事務局・塩務局が吸収され，専売事業が一本
化される。したがって，塩務局兼務者は専売局に併任されているが，１０月以
降順次兼務者が減少していることが札幌税務監督局の局報でも確認すること
ができる。専売局も自前で採用しようとしたとも考えられる。
この時期に，明治41年３月初旬，釧路地方は－週間にわたって空前の大暴
風雪に見舞われ，同地方が大被害を受けたことは，「北海タイムス」にも詳
しい。その中で，釧路税務署員井上耕介氏が，官塩販路の視察（札幌地方専
売局の職員も同行）及酒税法改正を告知するため出張の行程中，殉職した。
この出来事は，同年３月18日の釧路新聞に石川啄木の筆で報じられ，さらに
は，「北海タイムス」にも転載されている。同行の二人が井上耕介氏を放置
（57）
したのではないかという疑いを法的にどう評価するかという問題はあるもの
の，税務職員が苦労して塩専売に従事したことは評価さるべきである。井上
耕介氏の殉難碑は，現在でもその供養が関係者の手によってなされている。
⑤井上耕介氏の殉職を招いた原因の一つに「塩田整理」の問題がある。
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前述のように，台湾産塩やその他の海外塩との競争上不利な内国塩をどう扱
うか，特に，曰露戦争後過剰となった食塩の生産をどう調整するか考えたと
き，零細塩田の整理が急務であった。そのためにも，官塩がどのように生産
され，販売されているかを知る必要があり，官塩販路状況の調査が行われた
のである。ただし，釧路地方にとっては時期が悪かったとしか言いようがな
いが，釧路地方でも調査を行わなければならないほど専売局本局は追いこま
れていた（長官は浜口雄幸)。
塩専売施行当初，塩専売法６条において，製塩地の区域又は塩製造期間も
しくは生産高を制限することができる旨の規定があったが，新規出願に対し
従来製塩してきた市町村に限って認めていたにすぎない。それでも生産許可
申請が激増しようとしたので，塩専売開始後わずか５カ月しかたたない明治
39年８月に省議を開き新規製塩を許可しないことにしている（明治39年９月
６曰訓令第39号)。明治40年３月の税法整理案審査会で主税局長は，将来製
塩地の整理が必要で，塩賠償価格もつとめて十州地方の低い賠償価格に統一
し，生産費を要する不良塩田を廃止し，低廉な台湾及関東州塩をもって補充
するなど廉価供給の方法を講じるなどの制度改善を図ろうとする旨の説明を
行い，了解を得ているが，これに対し，塩田業者は，大会を開き賠償価格の
（58）
引下げに反対し，年度内の変更に抵抗している。また，河上肇は読売新聞の
論説で，塩専売の制度のために，交通の便が備わらない山間の窮民が甚しき
打撃をこおむっており，むしろ塩の価格を全国均一とするとともに塩田を廃
（59）
止すべきでないと主張している。
明治40年10月，前述のように専売局官制が制定され，塩務局は専売局に吸
（60）
収される。明治41年の議会でも塩専売廃止法案ｶﾇ審議されているなかで，専
売局は塩田整理の検討をすすめる。「明治大正財政史」第10巻は明治42年に
至り「塩田整理の綱領が内定され，製塩を13カ国及大島及沖縄に限り，その
他の製塩地は交付金を支給して禁止するが専売法６条を適用することとし
（61）
た」とあるが，４１年６月には漸次上上較的多大の生産費を要する塩田の整理を
（62）
行う方針であることカヌ，読売新聞紙上に報じられている。
地価問題と北海道の税務行政組織(6)（西野）１３５
しかし，一地方の産業を改め，ことを監りに行うことは策を得ないとして，
法律を制定することになり，製塩地整理方法案が，明治42年８月省議で決定
（63）
され，若干の修正を経て，明治43年１月第26回帝国議会に提出される。ここ
で，行徳・渡波・吉田・能登の各地方のようなやや大きな産地は残し，十州
地方でも小産地を整理地に編入し，340万円を限度として国債証書により交
付金を下付することとなった。審議の過程で行政訴訟をなすことを認め，交
付金の上限も320万円に下げられた（機械製塩を残すことによる)。これに対
（64）
し，政友会特ＢＩ委員は廃止論だったが，党議拘束がなかったらしく，明治４３
年４月法律第48号として交付される。なお，大正元年には，副産塩について，
取締りに不便なしと認める地方においては，副産塩の製造を許可している
(大正元年大蔵省告示第61号)。
この塩田整理に関し，地域においては業者は廃止を考えても地元や従業員
が廃止に反対したり，禁止地編入を希望する者もあったと，「明治大正財政
（65）
史」はのべている。
北海道では塩田が既に存在していなかったので，明治43年５月に発表され
（66）
た製塩禁止地（すなわち塩田整理地）には含められていないし，専売局長カゴ
北海道を視察したのも，明治43年の10月で，全国いっせいに着手する直前で
あり，「漁業塩」に関し当局と漁業者との中和点をみつけるのが目的だと新
（67）
間記者に答えているほどである。塩田整理の地域であれば，交付金の鑑定員
に税務官吏も入っているのであるが，北海道は入っていないはずである（た
（68）
だし，未確認）。
塩田整理の結果，兵庫・岡山・広島・山口・香川・徳島・愛媛の７県（十
州塩田）に大半が集中し，奥能登・吉田・行徳・渡波のほか，福岡県の東海
岸，大分県の東海岸，鹿児島県湾内に小規模な塩田がのこったほか，鹿児島
及び沖縄の離島に自給のための小規模な製塩が残り，また，小名浜・今福・
高島・高浜に機械製塩が残るだけとなり，北海道で製塩が完全に不可能とな
った。そして，交付金も予定より１割余り少なくすんだのである。
Ⅱ｡）宅地地価修正をめぐる新聞報道
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①ここでは，明治38年以降を扱う。すなわち，税法審査委員会の始まる
直前から，いいかえれば，本稿第二章の時代を，扱うことにしよう。第二章
は予定より長くなったが本来は第三章を書くための導入部分であった。しか
し，書き進めるうちに，現代につながる問題点を見出したのである。
基幹税であった地租は，課税標準が法定地価であり，課税地が増加しない
限り，大幅な増収をかせげないところから，その比重は大幅に低下した。曰
本全体がそうであるように，北海道の財政も，明治34年度が149万余円であ
るのに比すれば，３７年度は199万円と大幅に増加し（133％)，国税と地方税
をあわせると，218万余円から294万余円（134％）増加している。しかし，
その歳出は国費が主力であったが，比重は次第に低下し，しかも支出が収入
（69）
に追いつかない状況にあった。が，すべての収入については，日露開戦後，
（70）
急激に向上している。
とくに，札幌，小樽といった地域は，本州各地より地価が高くなっていた
のに比べ，開拓地であることを口実に優遇されていたので，各地から批判さ
れることになってもやむをえない。しかし，宅地地価修正が具体的になって
くると，北海道住民としてもだまっていられない。各地で地価修正調査会が
開かれる。
（72）
その代表として木し幌では，盛んに活動し「札幌に於ける地主の負担（驚く
（71）
べき増額なり)」という記事がだされた。木し幌における地主及会社をこまか
く拾いだしており，住民に及ぼした影響は大きかった。これに対し，札幌税
務監督局長は「三区の人々が其の声を聞いて直ちに恐慌を引き起すが如きも
（73）
のはあらざるくし」と否定したが，どれほど効果があった力〕疑わしい。
②明治39年（1906年）になると，税法審査会の動きとともに，非常特別
税法改正の論議や地価修正の論議が盛んになる。政府は，北海道の三区は東
北地方にまさるとも劣らずとしていたのに対し，北海道民側は拓殖政策の一
部は全く破壊せられるとして三区の住民を何人も上京させ反対運動をくりか
（74）（75）
えしている。「｣上海の寒村が東京大阪同様に取扱われる」という記事も盛ん
（77）
に登場しているほか，反対意見の「理由書」も全文掲載されているが，木し幌
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（78）
税務署管内の有租宅地の地価ｶｺﾞ明治38年末には5030万円に達していた。当然，
（79）
小樽区の地主も地価修正に反対する請願をだした。こうした動きをうけ，
（80）
｢｣上海タイムス」は，「宅地地価修正を読む」と題する論説を連載し，宅地賃
貸価格調査委員会に地主以外もいれるよう求めているほか，宅地租を廃止し
（81）
て家屋税を設けるべしともいっている。
この期を通じて地価修正委員会の審議の状況を，議事録を転載するといっ
てもよいぐらい詳細に「北海タイムス」は報告しているが，「読売新聞」の
方が簡単である。「北海タイムス」は上京委員の活動によって，地価百分の
（82）（83）
－にすえおいたのはその功績であると伝えている。
「北海タイムス」は，地価問題だけを追っているのではなく，所得税の最
低限を300円に引上げること，法人より分配せられる個人の所得に課税する
ことは，所得の源泉に課することになるとして税法の欠点を主張しているこ
（84）
とは興味深い。これは，法人と個人の二重課税の調整の問題である。この点
に関心をもっていることは，所得審査委員会の動向を細かく報じていること
(２～３行程度ではあるが｡)，税制についての商業会議所連合会での論議の
状況（増税・新税反対，塩専売・織物消費税・通行税すなわち三悪税の廃止，
（85）
営業税軽減を決議）を詳$田に追っていることからもうかがえる。地方紙がこ
こまで詳細に追っていることは，北海道の地主や漁民の政治意識が高かった
からにほかならない。もっとも，この年の総会は，北海道で開かれた。
なお，これらの税制改正をうけて，各税務署は早速宅地価修正の調査に着
手すべ<，その他の事項についても税務監督局内に新設される税法調査会に
（86）
て調査し，決定の上は大蔵省に具申すると「｣上海タイムス」は報じている。
③しかし，明治40年（1907年）には，「北海タイムス」は，未開地処分
法の改正，北海道事業経営の計画（すなわち，新しい長期計画)，森林の整
（87）
理に論点を集中してしまう。ｺﾞﾋ海道については開拓が紙上命題であり，開発
の促進が歴代の北海道長官の仕事であったことを考えれば当然のことである。
明治40年度予算で２個師団の増設を陸軍は獲得したが，前年完成した新鋭
戦艦ドレッドノート（英）に対抗するため八八艦隊（戦艦８，巡洋戦艦８）
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の建設を求めた海軍は強く要求したものの継続計画のみが認められたのにす
ぎない。しかし，大蔵省は財政の論理から緊縮をめざす一方であり，そうし
た中では新しい長期計画はとても入る余地がなく，ごく一部に限定されたの
は当然である。「北海タイムス」でも，以後軍備の拡張と経営案の争いが盛
んに登場することになる。
けれども，地価修正のことが忘れられたわけではなく，２０年とか30年の収
穫の平均をとって公平に全国の地価を平均することが急務であるとの十五銀
（88）
行の支配人の意見がそれなりに明らかにされている。その中では，収穫の多
い鹿児島県の地価が安く，収穫の少ない県下の地価が高く，大半が荒蕪山や
山林の富豪の宅地価は少なく，宅地を有する小富豪は重い負担を有するのは
おかしいと述べている。
④明治41年（1908年）になっても，前年とほとんどかわりはない。北海
道国有未開地処分法の成立は大きく，明治40年の大きな記事のテーマそのも
のといってよい。この法律は無償から有償に改めて払下げをし，財源を得つ
（89）
つ開拓をすすめようとするものであるｶﾇ，開発にもならず財源にもならない
（90）
という有力な意見も紹介されているほｶｺ，多くの資料や対照表も報告されて
いる。その後，大規模開発地が増加していくことになるが，評価はさまざま
である。
地租改正や地価修正についての記事は，この期は意外に少ない。かろうじ
（91）
て，鉱毒地の地価修正の可決の話や被害免租検査についての通達の紹介のほ
（92）
か，「地租改正と負担一木L幌区に及ぼす影響」が目につく程度である。宅
地地価修正により，札幌区は事実上修正租率はほとんど現地価の20倍を応用
することになる結果，税額は６万7518円余となり，現税額２万2615円余に比
し大幅な増税となるという。地価修正をのむにとどめ地租率を従前の特例に
より税額を算定すれば，わずかに2104円余の増加にすぎないという。そのほ
か，現在宅地となっている畑地は地目返換の取扱いが励行されるから，さら
に負担が重くなるという。しかし，それ以後，動きはみられない。明治41年
５月には衆議院議員選挙があり，政友会が単独過半数（絶対多数）となって
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おり，西園寺内閣は２カ月で不況による政策の行きづまりから辞職するとい
う激変があったので，しばらく中断したと思われる。そして後継の第二次桂
内閣のもとで，財政整理方針や満州に関する諸問題解決方針が決定される。
⑤明治42年（1909年）になると，税制改正が集中するところから，議会
における審議の状況が報道される。その中でも，三税（通行税・織物消費
税・塩専売）の問題に集中している。けれども，「北海タイムス」は，税問
題については，簡単に伝えるのみで，「読売新聞」に比するとウエートは低
くなっている。前年に北海道国有未開地処分法の改正が成立し，なお，第一
期拓殖計画の問題がひかえていたからであろう。
明治43年（1910年）になると，税制改正と北海道の拓殖計画についての議
論に「北海タイムス」に集中するものの，特に拓殖問題に集中することは同
じである。その点，「読売新聞」は，税制改正についてのみ詳細に報じてい
る。
拓殖15年計画は，明治43年に成立したが，明治41年の国有林の整理及未開
地処分法の改正及国有林の合法的経営による収入の増加及未開地売払代を財
源とする港湾修築計画をふまえて立案された。明治43年以降約15カ年におい
て総額約7000万円を支出し殖民・産業・道路橋梁・土地改良・河川及び港湾
等の拓殖上須要なる各般の事業を遂行しようとした。国庫は明治43年度以降
毎年度定額250万円及び明治43年度の北海道における政府の歳入予算額を基
本として，爾後各年度の右基本額を超過した歳入増加額を支出し，年間の最
高支出額を500万円としていた。明治42年10月９日閣議決定され，第26回帝
（93）
国議会1こおいて認められたものである。
すでに，明治43年度では札幌税務監督局の歳入は477万余円であり，函館
税関・函館専売局を含めると677万余円に達していた。むしろ，北海道の納
税者は，地価修正で多少はさわいだものの，むしろ北海道に国費をどれだけ
投入させるかに全力をそそいだことが，うかがえる。このことは，現代でも
かわることはない。
この期には，また角田村の動きが詳しく報じられている。明治32年12月に
1４０
北海道最初の土功組合が角田村に設立されていた。又，３１年に村が勧銀より
借りた巨額の借金（大蔵省も問題とした｡）によりかんがい工事を行ってい
たが，明治43年に北海道拓殖銀行より低利で借り替えて，この借金を勧業銀
行に返済したので，「北海タイムス」にも盛んにとりあげられている。ちょ
うど，この頃には，角田村も農業の角田地区と，商工業の栗山地区の間で不
均衡がみられ，対立を招き，分村問題までおきるようになっていた。反別割
と戸別割のバランスをどうするかという争いとなり，村議会で大論議となっ
（94）
たことも報じられている。「栗|』町史」にもとりあげられるほどの大騒動の
中で行われた宅地地価修正であれば，角田村では難航したのも当然である。
（'｝北海道における開拓と地租を中心とする税務行政
①北海道に開拓使が置かれたこと自体，政府にとって，北海道の開拓が
至上命題であったことを示している。そのために，多くの措置がとられたし，
北海道物産税と北海道水産税は開拓のための重要な財源となった。北海道水
産税を徴収するための水産物営業人組合及び収税委員は，それらの税が本州
各府県の地租に相当するものであったことから，税務署の前身というべきも
のであり，むしろ明治21年の直税署・間税署より早かったことになる。もっ
とも，租税局出張所が明治１６年に函館に他府県より遅れて設立された（他府
県は明治１２年に設置）ことからいえば，留保条件がつくが，他方では，開拓
使及び北海道が省に準ずるもの（従って，各府県知事を多数経験した人が北
海道長官となる｡）であることからいうと，やはり，北海道の税務機構は早
目につくられたといった方が，正確であるように思われる。とはいっても，
殖民地行政の機関の一環としての色彩が強いことは，いがめない。
角田村を開拓の檜舞台としながら，北海道の開拓は前進していく。曰清戦
争後の明治29年11月，本州各府県に税務管理局と504税務署が設けられたが，
北海道には遅れて明治30年４月に３税務管理局と16税務署が設置された。こ
の16税務署のうち，空知税務署を除いて，１５税務署は水産物営業人組合の所
在地であったことは，北海道水産税の税収のウエートが高く，地租のウエー
トが低かったことを象徴している。これに対して，本州各府県には，地租の
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徴収を考慮して税務署が設置された。税務署の規模を比較すると，北海道水
産税がない分だけ，本州各府県の税務署の方が平均して大きいということが
できる。
大地主の熱意を背景にして，北海道にも鉄道敷設事業がすすめられていく
が，北海道水産税が主要財源となっていた。鉄道のほか，銀行の整備が全国
ですすめられるのにあわせて，それらは北海道でもすすめられるが，北海道
を本店とする銀行は少なく，あっても，基盤が弱かった。そのため，北海道
開拓に必要な資金を長期安定的に供給する必要が高かったが，明治29年の農
工銀行法によっても北海道には農工銀行は設立されず，明治32年になって，
ようやく北海道拓殖銀行の設立認可があり，３３年４月に開業にこぎつける。
しかし，北海道のいろいろの金融機関の基盤が弱いことは，しばしば営業譲
渡や破綻が報じられている（明治41年には，北海道貯蓄銀行の破綻で北海道
（95）
は大ゆれにゆれた｡）ことからも明らｶﾕである。このときも現代の公的資金
の導入に近い動きを北海道が行っている。
この間，北海道の地租はすえおかれ，明治31年の田畑地価修正も北海道で
は行われず，かえって明治30年頃から北海道水産税の廃止が主張されてくる。
全国的にウェイトがまだ低かった所得税を補完していた営業税について，全
国的にかなり反対運動が明治31年から32年にかけて高まった。北海道でも小
樽など一部の地で高まったが，税務署がＰＲにつとめ，また，商業帳簿の必
要性，重要』性を訴えていることもあり，それほどの反対運動にはなっていな
い。むしろ，当時の新聞報道をみる限り，賃貸価格の方に関心がうつりつつ
あったことがうかがうことができ，地価修正の気運が次第に醸成されつつあ
ったのである。ただし，ニシン建網の増加による漁場紛争の大量発生は，営
業税が水産業者にも適用されたことから，水産業者の営業税反対の動きを惹
起した。さらに，明治31年には徴兵令が全道に施行されたことから，臣民の
三大義務にその関心が拡大し，参政権要求や北海道議会開設要求，北海道代
議士選出問題を招く。さらに，北海道水産廃止問題と開拓の長期計画の作成
がからむなかで，明治33年３月北海道からも代議士を選出できるようになる
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とともに，その翌日に上川・河西の二税務署が新設された。それだけ，開拓
が進展したことを示している。
翌34年，北清事変ともからみ，増税案が出されることになり，行財政整理
が唱えられるようになる。北海道会が成立し，北海道水産税が地方税に移管
されるようになっても，行財政整理の嵐はやまず，ついに，明治35年税務管
理局が廃止され，税務監督局に改組される。この中で，北海道の根室・函
館・札幌の３税務管理局は札幌税務監督局に統合されるが，この中で「税務
署全廃論」まで登場した。さらには，行財政改革の嵐はやまず明治37年，全
国で税務署の統廃合が行われ，全国の税務署は戦前期で最少となるが，北海
道でも松前・岩内・紗那の三税務署が廃止される。この廃止された３税務署
は，いずれも漁業中心の税務署であり，漁業の衰退を示している。
これまでの税務行政組織は，国の直轄であっても，小規模で，管理局と職
務及び責任の分担が必ずしも明確ではなく，しかも，徴収委託が多く，税務
行政組織の再編に遭遇されたのは当然であろう。しかも，北海道では，水産
物営業人組合が存在していることから，税務署は本州各府県以上に小さかっ
たので「廃止論」がでてもやむをえない。一方，多くの増税要求がからむと，
再編はあたり前で北海道の税務行政組織は，むしろ，よく残ったといってよ
かろう。
②税務行政組織の改革を含む行政整理後，海軍の拡張と地租増租継続を政
府はめざしたが，議会の抵抗が強く難航する。このため，北海道では十年計
画の進展が危ぶまれた。けれども，３５年の凶作に対する地租の延納が北海道
でも認められる。
明治37年２月に曰露戦争が始まると，いろいろの増税が行われ，煙草の専
売が始まったほか，地租についても北海道も他府県と同率で増税されたが，
北海道の地租収入は約５万円（明治36年度）にすぎず，地位の低さが目につ
く。３７年４月には地租徴収事務が改正されるとともに，渡良瀬川沿岸地方の
地価修正が行われることになった。
翌38年に非常特別別税の第二次増税が行われる。塩専売が始まり，相続税
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が新設されるほか，所得税の大改正が行われ，多くの税が大幅に増税された。
この頃に市街地に対する課税が論じられ始めている。時期を同じくして，北
海道でも地価修正調査会ができはじめた。
明治39年４月には，税法審査委員会が設けられ，日露戦争後の税制改革が
論じられ，各税務監督局も意見を具申し，また，準備調査に加わるが，「北
海道タイムス」は，地租を除き，その動きについて，本土に比べあまり報じ
ることは少ない。ただ，「壮丁税」や「織物消費税」・「通行税」・「砂糖消費
税」については熱心である。税務当局も広報につとめている。その後，税法
整理案審査会に移行するが，以前ほど報道は盛んではない。
地租について，大幅に負担が増加し，納税者は大幅に増加した。北海道は
特に二割近くも増加したほか，官有地払下事件がおき，屯田兵土地給与規則
が廃止されることもあり，地租に関し大関心を惹起した。札幌税務監督局長
は，新聞に地価修正に関する見解を述べているが，税収確保のねらいは後回
しになっている。議会での宅地地価修正に関する論議は北海道の取扱いが焦
点になっていた。したがって，地価修正をめぐる当時の新聞報道は盛ん（と
くに，北海道が盛んであった｡）であり，税務署側の資料によってもよく宅
地地価修正について情報を集めていたことをうかがうことができる。
宅地地価修正の作業について，各税務署は苦労したことは前述した。作業
の状況は各税務署にも広く紹介され，相互に励ましあって一連の作業がなさ
れている。北海道では，その進行は決して早い方ではなかった。地租の徴収
の困難度が，本州の各府県内の税務署よりも比重が高く，かつ，平均的な本
州各府県より地価が高くなっていた北海道の三区の税務署は大変だったので
ある。
他方，北海道の税務機構が担当してきた北海道水産税は，明治34年に地方
税にうつり，税務機構（税務管理局・税務監督局及税務署）の負担は軽減さ
れたものの，塩の流通をめぐる塩税（もしくは専売）に徴収という問題に悩
まされる。塩田こそなかったとはいえ，別の製塩方法も検討されている。漁
業用塩として重要な需要があった北海道では，不正な取引を取り締まる必要
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が高かったのである。そこから，塩務局・専売局時代に，税務職員が併任さ
れ，不正取引を取り締まる必要性は，本州各府県より高く，悪天候の中で税
務職員の殉職事故を生んだのである。
こうして，開拓を至上命題としてきた北海道では，土地税制・地租税制・
水産税制とその徴収機構が重要であった。開拓の進行と変遷に伴って税務機
構が増減をくりかえしていく。さらに，北海道が府県と同時に国の出先とい
うことから，国税と地方税を兼ねるという性格をあわせもっている。したが
って，北海道の租税と税務機構を追いかけることは，現代の土地税制や行政
組織に大きなヒントを与えるし，開拓をめぐる金融（税と密接な関係があ
る｡）を追うことは，土地金融や税制，不良債権の償却のすすめ方・あり方
にヒントを与えてくれる。また，金融行政についても特別銀行をつくるなど，
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出典：明治大正財政史第６巻
北海タイムス明治43年10月11日
〃 ４４年１月28日
〃 ４４年２月４日
〃 ４４年３月28日
政府が自ら関与していることから，公的資金の導入は最初に行われ，また，
破綻処理の先例と認めることもできる。北海道東北開発公庫の改組も控えて
いる。まさに，「歴史はくりかえす」のである。
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